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この冊子を作成したわけ

　平成26年２月26日、全日本教職員連盟・日本教育文化研究所は結成30周年を迎える。
「日本の教育の正常化を目指して、日教組を超える教職員団体をつくろう」と不退転の
決意を持って大同団結しスタートしてから30年になります。この間、全国の加盟団体、
会員の方々の絶大なる協力はもとより、会の運営をまかされた役員がそれぞれの立場
で責任を果たし、結成の原点を見すえた取り組みが今日の発展につながったのです。
　平成25年１月、全日教連結成から30年、また、先輩たちが日教組を脱退して60年、
まさに苦節60年たって教育正常化運動を政府がみとめたニュースが届きました。安倍
晋三首相は教育で日本を取り戻すため、下村博文文科大臣に教育再生実行会議を発足
させ有識者15人のメンバーの中に日教組の代表でなく、全日教連の委員長河野達信氏
を選出したのです。
　このニュースは、60年前に同僚から「裏切り者」とののしられながらも決然と立ち
上がり、日教組を脱退した多くの先輩たちにとっては万感胸にせまるニュースであり
ましょう。
　教育正常化運動がやっと芽が出たいま、全日教連は結成30年を迎えましたが、この
機にあたり河野委員長から「30周年を迎えるにあたり、現在の会員に全日教連結成・
教文研設立の歴史や、それ以前に先輩たちが手がけた活動の歴史を知らせたいから、
全日教連新聞に６回にわけて書いて欲しい」と依頼されましたので手持ちの資料を参
考にしてまとめてみました。教育正常化運動のあらましについて、ご理解いただけれ
ば幸いです。
　私事のことに触れて恐縮ですが、小生平成８年に全日教連を退職してから、全日教
連と車の両輪となって活動している民間団体の常務理事・事務局長として、一般社団
法人全国教育問題協議会のメンバーの一人としてボランティア活動に取り組んでおり
ます。今年で18年になりますが可能な限り、全日教連の発展につくす所存です。
　さて、日教組は平成26年１月にひらいた新春の集いで岡本書記長は「国家より国民、
国権より人権を大切にして運動を推進する」と述べました。また「教え子を再び戦場
へ送るな」のスローガンのもと安倍政権に対し、対抗意識を示しています。
　この機にあたり、全日教連は責任ある教職員団体として、教員の地位向上のため活
動は当然ですが、教育問題にいかに対処するか全日教連につどう皆さんのさらなる取
り組みを祈念します。
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　有識者メンバー一覧表　



3

全日教連教育新聞 平成２５年４月１０日
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全日教連教育新聞 平成２５年５月１０日
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全日教連教育新聞 平成２５年６月１０日
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全日教連教育新聞 平成２５年７月１０日
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全日教連教育新聞 平成２５年９月１０日



89

全日教連教育新聞 平成２５年１０月１０日　
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2 全日教連結成・教文研設立までの教育正常化運動の軌跡

1.　アメリカ占領軍（ＧＨＱ）によりつくられた教員の組合
　�　日本を占領したアメリカは昭和21年（1945年）に５大改革指令を出し、その
ひとつとして教員の組合の結成を奨励した。その結果、共産党系の全日本教員
組合と社会党を支持する教職員組合（教全連）が結成された。両団体は昭和22
年６月に合併し、日教組が誕生した。

2.　アメリカ占領軍の日本解体政策
　�　アメリカ軍が行った日本解体政策は、昭和20年10月に出した教職追放令と文
部省の権限の地方分散策であった。強固な信念を持った教師約110,000人、希望
退職者5,000人の計約115,000人の教職員を追放し、文部省中心の戦前の教育のシ
ステムを破壊するため教育委員会を全国市町村に設置し、文部省（国）の権限
を地方に分散した。この2つの政策により、日教組を結成しやすくしたのである。

3.　アメリカ軍の占領政策の転換
　�　アメリカの占領政策によって解放された共産主義者の勢力が強大になりすぎ
たので、マッカーサー元師は教師約5,000人に対しレッドバージをおこなったが、
日本の教員の左傾化は止められず、日教組のストライキが活発となり、学校教
育は荒廃した。全国規模のストライキは40年間に約35回、ストライキ参加教職
員七百万人、懲戒処分を受けた教職員八十万人にのぼる

４.　日教組からの脱退の引き金となった山口日記事件
　�　昭和25年（1950年）５月、山口県教組が編集し、山口県内の小中学生が使用
していた教材の欄外記事が、教育の正常化運動をスタートさせた。
　�　山口県教組の組合員の中から「この内容はどう考えても偏向している」と叫
びはじめたため、文部省は全国の教育委員会に「教育の中立性」に関する次官
通達を出すにいたった。文部省のこの動きがひき金となり、全国に日教組脱退
の動きに火がついたのである。

5.　教育の正常化を願う県組織、全国組織の結成
　�　昭和29年１月、教育正常化を願う教師たちが山口県の防府市において、全国
ではじめて日教組以外の組織である山口県教職員団体連合会（山口県教連）が
結成された。この動きが全国にも及び昭和32年３月に日教組から脱退した、山
口・高知・大阪・東京・静岡・山形・宮城県の教師が日本教職員団体連合会（教
団連）を結成した。
　�　５年後の昭和37年２月、徳島県を中心にして７団体が合併して、昭和37年２月、
全国教職員団体連合会（全教連）を結成した。
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6.　全教連（全国教職員団体連合会）の分裂
　�　昭和37年2月、結成した全教連が結成してから３年後分裂した。理由は、教職
員の団体は労働団体とは一線を画すべきという徳島・高知県のグループとイデ
オロギーに染まらず、社会の正義を目標とするまじめな労働組合との活動は連
携すべきという山口県のグループの意見が合わず、全教連は分裂した。

7.　全教連の分裂が新教組・日教連の結成
　�　昭和43年７月、山口県中心のグループは日本新教職員組合連合（新教組）を
結成し、全官公、全日本労働総同盟（同盟）に加盟した。一方、栃木・徳島・
高知・島根・宮崎・鹿児島県の人々が全国教職員団体連合会（全教連）を昭和
40年に結成、翌年の昭和41年に岐阜・滋賀・広島県が加入し日本教職員連合会
（日教連）が結成された。昭和45年、日教連に熊本・愛媛・長崎県などが加盟し、
日本教職員連盟（日教連）が結成された。
8.　日教連と新教組が合併し昭和59年２月26日全日教連結成

〈
日
教
組
脱
退
の
引
き
金
に
な
っ
た
山
口
日
記
〉
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　全日教連加盟団体の結成時一覧　
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︱
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︱
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︱
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︱
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参 考 資 料

教 育 基 本 法
平成18年12月22日施行

【㈳全教協は、平成８年（1996年）から10年間、教育基本法改正運動に取り組み、実現させた。】



1819



19



2021



21

▽
㈳
全
教
協
の
結
成

　

昭
和
五
十
一
年
（
一
九
七
六
年
）
十
月
、
東
京
青

山
会
館
に
お
い
て
発
起
人
会
を
開
催
、
結
成
準
備
会

を
経
て
、
翌
年
の
昭
和
五
十
二
年
（
一
九
七
七
年
）

三
月
十
日
、
東
京
全
共
連
ビ
ル
で
結
成
大
会
を
開
催

し
、
会
長
に
鈴
木
勘
次
郎
氏
（
栃
木
）（
故
人
）
ほ

か
役
員
を
選
出
、
活
動
方
針
を
決
定
し
、
全
国
教
育

問
題
連
絡
協
議
会
（
全
教
連
）
が
誕
生
し
た
。

　

昭
和
五
十
六
年
（
一
九
八
一
年
）
四
月
一
日
、
文

部
大
臣
か
ら
社
団
法
人
の
認
可
を
受
け
、
同
年
六
月

二
十
八
日
、
東
京
青
山
健
保
会
館
に
お
い
て
社
団
法

人
設
立
総
会
を
開
催
、
定
款
を
決
め
、
会
の
名
称
を

「
全
国
教
育
問
題
協
議
会
」（
全
教
協
）
に
変
更
し
た
。

社
団
法
人
設
立
に
あ
た
り
、
当
時
副
理
事
長
で
現
全

教
協
顧
問
・
大
石
病
院
院
長
梶
山
茂
氏
（
長
崎
）
は

じ
め
多
く
の
方
々
の
並
々
な
ら
ぬ
努
力
の
た
ま
も
の

で
あ
っ
た
。

　

初
代
理
事
長
鈴
木
勘
次
郎
氏
亡
き
あ
と
、
第
二
代

理
事
長
に
山
田
龍
太
郎
氏（
栃
木
）（
現
全
教
協
顧
問
）

が
就
任
、
第
三
代
理
事
長
に
中
尾
建
三
氏
（
広
島
）

が
就
任
し
、
現
在
に
到
っ
て
い
る
。

▽
全
教
協
を
結
成
し
た
わ
け

　

昭
和
二
十
年
（
一
九
四
五
年
）
日
本
を
占
領
し
た

ア
メ
リ
カ
は
占
領
政
策
の
一
つ
と
し
て
日
本
の
教
育

を
民
主
主
義
教
育
と
い
っ
た
美
名
の
も
と
教
育
改
革

を
断
行
。
自
由
、
平
等
、
平
和
の
旗
の
も
と
軍
国
主

義
の
一
掃
を
は
か
っ
た
。
こ
の
動
き
に
便
乗
し
た
当

時
の
日
本
共
産
党
、社
会
党
の
テ
コ
入
れ
に
よ
っ
て
、

日
本
教
職
員
組
合
が
昭
和
二
十
二
年（
一
九
四
七
年
）

に
結
成
さ
れ
た
。

　

日
教
組
は
「
教
師
は
科
学
的
真
理
に
基
づ
い
て
行

動
す
る
」「
教
師
は
労
働
者
で
あ
る
」
な
ど
十
項
目

に
わ
た
る
教
師
の
倫
理
綱
領
を
掲
げ
、
特
定
な
イ
デ

オ
ロ
ギ
ー
を
教
育
現
場
に
持
ち
込
み
、
反
体
制
運
動

を
展
開
し
た
。
約
二
十
年
間
に
行
っ
た
全
国
統
一
ス

ト
ラ
イ
キ
は
三
十
五
回
に
及
び
、
そ
の
間
に
参
加
し

た
教
職
員
数
は
延
べ
七
百
万
人
、
延
べ
八
十
四
万
人

が
懲
戒
処
分
を
受
け
る
と
い
っ
た
現
実
を
生
み
、
学

校
教
育
の
現
場
は
混
乱
し
、
教
育
は
荒
廃
し
た
。

　

昭
和
五
十
年
（
一
九
七
五
年
）
に
入
り
、
現
在
の

全
日
本
教
職
員
連
盟
の

前
身
の
日
教
連
、
新
教

組
な
ど
の
教
育
の
正
常

化
を
願
う
教
職
員
団
体

の
活
動
が
活
発
に
な
っ

て
き
た
。

社
団
法
人 

全
国
教
育
問
題
協
議
会
結
成
37
年
の
あ
ゆ
み

第31回全教協教育研究大会　基調講演

㈳
全
国
教
育
問
題
協
議
会
（
中
尾
建
三

理
事
長
）
で
は
八
月
十
五
日
、
東
京
・

千
代
田
区
の
自
由
民
主
会
館
で
全
教
協

教
育
研
究
大
会
を
開
催
し
、
内
閣
総
理

大
臣
の
安
倍
晋
三
氏
に
よ
る
基
調
講
演

や
「
こ
れ
か
ら
の
人
づ
く
り
、
国
づ
く

り
の
あ
り
方
を
求
め
て
」を
テ
ー
マ
に
、

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
が
行
わ

れ
、
約
五
百
人
が
参
加
し
た
。

これからの人づくり、国づくりのあり方を講演する安倍晋三
首相

内閣総理大臣�

安 倍 晋 三 氏
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㈡
　
事
　
業

　

①
教
育
改
善
に
関
す
る
調
査
・
研
究

　

②
教
育
研
究
大
会
の
開
催

　

③
講
演
会
・
研
究
会
の
開
催

　

④
機
関
誌
「
教
育
問
題
」
の
発
刊

　

⑤
機
関
紙
「
月
刊
全
教
協
ニ
ュ
ー
ス
」
の
発
行

　

⑥
教
育
問
題
に
関
す
る
情
報
・
資
料
の
提
供

　

⑦
友
誼
団
体
と
の
連
携
活
動

　

⑧�

教
育
行
政
（
文
科
省
）・
各
政
党
・
国
会
議
員

に
対
す
る
要
望
活
動

　

⑨�

国
際
交
流
（
特
に
中
華
民
国
）（
台
湾
）
と
の

文
化
交
流

　

⑩
そ
の
他
目
的
達
成
の
た
め
に
必
要
な
事
業

▽ 

二
〇
一
四
年
（
平
成
二
十
五
年
）
い
ま
㈳
全
教
協

が
国
民
の
皆
さ
ん
に
訴
え
た
い
こ
と

一
、�

教
育
の
政
治
的
中
立
を
否
定
す
る
動
き
に
対

し
教
育
の
正
常
化
を
め
ざ
し
た
運
動
を
す
す

め
る

一
、�

国
を
あ
げ
て
教
育
の
重
要
性
を
国
民
に
啓
発

す
る
手
段
と
し
て
、
教
育
の
日
を
制
定
し
よ

う

一
、�

将
来
の
日
本
を
背
負
う
青
少
年
の
健
全
育
成

を
願
い
、
国
と
し
て
青
少
年
健
全
基
本
法
を

成
立
さ
せ
よ
う

一
、�

青
少
年
の
心
に
日
本
人
と
し
て
の
誇
り
を
失

わ
な
い
た
め
の
教
科
書
検
定
、
採
択
の
正
常

化
と
歴
史
的
教
科
書
、
副
読
本
の
検
定
制
度

を
実
現
し
よ
う

一
、�

教
育
を
特
定
な
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
に
支
配
さ
れ

な
い
た
め
に
ジ
ェ
ン
ダ
ー
フ
リ
ー
・
子
供
の

権
利
条
例
の
拡
大
を
阻
止
し
よ
う

一
、�

教
育
に
関
す
る
環
境
の
維
持
改
善
の
た
め
に

教
育
予
算
の
確
保
を
し
よ
う

▽
㈳
全
教
協
の
事
務
所

　

①
所
在
地　

東
京
都
千
代
田
区
一
番
町
四
番
地

　
　
　
　
　
　

相
模
屋
第
五
ビ
ル
五
Ｆ

　

②
電
話
番
号　

〇
三

－

三
二
六
二

－

六
五
三
六

　

③
Ｆ
Ａ
Ｘ
番
号　

〇
三

－

三
二
六
四

－

三
八
二
九

　

④
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ド
レ
ス

　
　

http://w
w
w
.zenkyokyo.net

　

⑤
郵
便
番
号　

〒
一
〇
二

－

〇
〇
八
二

　
（
地
下
鉄
半
蔵
門
線
・
半
蔵
門
駅
下
車
徒
歩
三
分
）

　

機
を
同
じ
く
し
て
日
本
の
教
育
荒
廃
の
主
原
因
と

な
っ
た
日
教
組
の
違
法
な
行
動
に
対
し
、「
断
じ
て

許
さ
な
い
」
と
教
育
の
正
常
化
に
全
国
の
民
間
人
が

立
ち
上
り
、
全
教
協
を
結
成
し
た
の
で
あ
る
。
以
来

三
十
四
年
、
役
員
も
会
員
も
浄
財
を
出
し
合
い
、
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
と
し
て
取
り
組
ん
で
い
る
。

▽
㈳
全
教
協
の
活
動
目
的
と
事
業

㈠
　
目
　
的

　

こ
の
法
人
は
、
教
育
問
題
に
関
す
る
調
査
・
研
究

を
行
い
、
そ
の
改
善
・
方
策
を
提
言
す
る
こ
と
に
よ

り
、次
代
を
担
う
子
供
た
ち
の
健
全
な
育
成
に
資
し
、

も
っ
て
我
が
国
の
教
育
の
発
展
に
寄
付
す
る
こ
と
を

目
的
と
す
る
。

会場いっぱい500名が参加して開いた第32回教育研究大会
（2012.8.8）

定期的に開催する役員会
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◎
入
会
の
方
法
◎

　

お
名
前
ご
住
所
を
ご
記
入
の
上
、
Ｔ
Ｅ
Ｌ
・
Ｆ
Ａ

Ｘ
で
お
申
し
込
み
下
さ
い
。（
番
号
は
表
紙
に
表
記

し
て
あ
り
ま
す
）

あ
な
た
も
全
教
協
の
メ
ン
バ
ー
と
し
て
教
育
の
正
常

化
運
動
に
参
加
し
ま
せ
ん
か

〈
加
入
に
関
す
る
説
明
〉

１
　
個
人
会
員
の
種
別
と
会
費

　

全
教
協
定
款
第
六
条
（
会
員
）
に
よ
り

　

会
費
は

　

⑴�

正
会
員
・
こ
の
法
人
の
目
的
に
賛
同
し
て
入
会

し
た
個
人

　
　
　
　
　

一
口
年
額
三
千
円
以
上

　

⑵�

賛
助
会
員
・
こ
の
法
人
の
事
業
を
援
助
す
る
個

人

　
　
　
　
　

一
口
年
額
一
万
円
以
上

２
　
個
人
会
員
加
入
の
方
法

　

�

個
人
加
入
申
込
書
を
本
部
に
送
付
い
た
だ
き
ま
す

と
、
事
務
局
か
ら
振
替
用
紙
を
お
届
け
し
ま
す
。

会
費
の
納
入
に
よ
り
会
員
と
な
り
ま
す
。

3
　
会
員
に
な
り
ま
す
と

　

⑴
全
教
協
ニ
ュ
ー
ス
（
月
1
回
）
が
届
き
ま
す
。

　

⑵�

教
育
研
究
会
の
案
内
、
教
育
関
係
資
料
が
届
き

ま
す
。

　

⑶�

全
国
大
会
へ
の
参
加
、
機
関
誌
「
教
育
問
題
」

を
通
し
て
意
見
発
表
が
で
き
ま
す
。

▽
㈳
全
教
協
顧
問
と
役
員

　

定
款
に
基
づ
き
、
役
員
は
任
期
二
年
（
但
し
再
任

は
妨
げ
な
い
）、
総
会
に
お
い
て
承
認
さ
れ
る
役
員

の
ほ
か
に
、
定
款
に
基
づ
き
、
顧
問
を
理
事
長
が
委

嘱
し
て
い
る
。
メ
ン
バ
ー
は
次
の
通
り
。

義
家
弘
介　

衆
議
院
議
員

有
村
治
子　

参
議
院
議
員

山
谷
え
り
子　

参
議
院
議
員

秋
山
昭
八　

弁
護
士

伊
能
敏
雄　
香
取
市
議
会
議
員

岡
田　

恩　

日
本
電
工
会
長

小
田
村
四
郎　
元
拓
殖
大
学
総
長

上
橋　

泉　

柏
市
議
会
議
員

梶
山　

茂　

病
院
長

久
保
田
信
之　
元
学
習
院
女
子
大
学
教
授

小
林　

正　
元
参
議
院
議
員

杉
原
誠
四
郎　
元
武
蔵
野
大
学
教
授

鈴
木
秀
明　

㈱
鈴
和
社
長

髙
橋
史
朗　

明
星
大
学
教
授

西
村
幸
吉　
八
千
代
市
議
会
議
員

野
原
宏
俊　
元
団
体
役
員

山
田
龍
太
郎　

㈱
ニ
ッ
コ
ー
会
長

山
本　

宏　

団
体
役
員

渡
邊
義
人　
元
団
体
役
員

ご
芳
名

職　

業

㈳
全
教
協
顧
問

理
事
長　

中
尾
建
三　

広　

島

副
理
事
長　

大
森
晃
吉　

栃　

木

　

  

〃　
　

 

伊
藤
玲
子　

神
奈
川

　

  

〃　
　

 

宍
倉
清
藏　

千　

葉

　

  

〃　
　

 

恒
﨑
賢
仁　

東　

京

常
務
理
事　

山
本　

豊　

栃　

木

事
務
局
長

理　
　

事　

野
澤
幸
弘　

福　

島

　

  

〃　
　

 

金
子　

正　

千　

葉

　

  

〃　
　

 

越
川
宗
亮　

千　

葉

　

  

〃　
　

 

新
村
英
之　

東　

京

　

  

〃　
　

 

小
谷　

一　

東　

京

　

  

〃　
　

 

畑
川　

茂　

山　

梨

　

  

〃　
　

 

岩
島
卓
男　

香　

川

　
  

〃　
　

 

深
川
耕
治　

福　

岡

　
  

〃　
　

 

堀
口
文
良　

東　

京

監　
　

事　

飯
田
明
生　

栃　

木

　

  
〃　
　

 

大
竹
康
美　

福　

島

事
務
局　

青
津
和
代　

東　

京

　

  

〃　
　

 
片
上
晴
彦　

東　

京

役　

職

氏　
　

名

県　

名

㈳
全
教
協
役
員

山
本
　
豊（
や
ま
も
と
　
ゆ
た
か
）

　

昭
和
三
十
二
年
、
宇
都
宮

大
学
学
芸
学
部
教
育
学
科
教

育
学
専
攻
卒
。
栃
木
県
内
の

小
・
中
学
校
で
二
十
年
間
教

職
に
つ
い
た
後
、
昭
和
五
十

二
年
、
栃
木
県
教
職
員
協
議

会
事
務
局
入
り
。

　

翌
年
日
本
教
職
員
連
盟
本

部
事
務
局
次
長
、
局
長
、
副

委
員
長
を
歴
任
。

　

昭
和
五
十
九
年
、
全
日
本

教
職
員
連
盟
結
成
に
よ
り
二

代
事
務
局
長
に
就
任
、
そ
の

後
副
委
員
長
、
平
成
元
年
委

員
長
、
日
本
教
育
文
化
研
究

所
理
事
長
と
し
て
教
育
の
正

常
化
運
動
に
約
二
十
年
間
尽

力
。

　

平
成
八
年
三
月
退
任
、
現

在
、
一
般
社
団
法
人
全
国
教

育
問
題
協
議
会
常
務
理
事
、

日
華
文
化
協
会
理
事
と
し
て

活
躍
し
て
い
る
。著
書
に
は
、

「
教
育
正
常
化
運
動
四
十
年

の
軌
跡
」「
日
教
組
の
運
動

方
針
転
換
を
衝
く
」
な
ど
が

あ
る
。
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㈳
全
国
教
育
問
題
協
議
会
常
務
理
事
　

山
本
　
豊
（
栃
木
県
）

教
職
員（
公
務
員
）の
違
法
行
為
に
罰
則
を

　
昨
年
末
の
十

二
月
二
十
六

日
、
約
三
ヵ
年

政
権
を
握
っ
て

い
た
民
主
党
が

敗
北
し
、
自
公

連
立
政
権
が
誕
生
、
安
倍
晋
三
内
閣
が
ス
タ
ー
ト
し

た
。

　
し
か
し
、
景
気
対
策
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
、
大
震
災
対
策
、

憲
法
改
正
、
原
発
問
題
、
外
交
、
防
衛
、
社
会
保
障
、

公
務
員
制
度
改
革
な
ど
、
問
題
山
積
し
て
い
る
日
本

の
現
状
を
安
倍
危
機
突
破
内
閣
が
い
か
に
打
破
す
る

か
、
期
待
と
不
安
が
錯
綜
し
て
い
る
。

　
安
倍
自
民
党
は
今
回
の
衆
院
選
に
あ
た
り
、
ま
ず

復
興
、
経
済
、
安
心
、
外
交
、
教
育
を
取
り
戻
し
、

そ
し
て
日
本
を
取
り
戻
す
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
戦
い
、

そ
し
て
勝
利
し
た
。
特
に
自
民
党
は
他
党
に
先
が
け

て
教
育
を
経
済
、
外
交
、
暮
ら
し
と
並
ん
で
四
本
柱

と
し
て
位
置
づ
け
、
二
十
八
項
目
に
わ
た
っ
て
具
体

的
な
教
育
に
関
す
る
公
約
を
発
表
し
て
い
る
。

　
改
正
教
育
基
本
法
の
理
念
に
基
づ
い
た
教
育
改

革
、
教
科
書
検
定
基
準
の
抜
本
的
改
革
、
６
・
３
・

３
・
４
制
の
大
胆
な
教
育
制
度
の
改
革
を
は
じ
め
、

い
じ
め
防
止
基
本
法
の
制
定
、
教
育
委
員
会
の
見
直

し
、
青
少
年
健
全
育
成
法
の
制
定
、
幼
児
教
育
の
充

実
、
教
師
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
導
入
な
ど
、
多

岐
に
わ
た
る
教
育
改
革
の
具
体
策
を
公
約
と
し
て
提

示
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
中
に
、
昨
年
十
一
月
に
全

教
協
の
要
望
項
目
が
多
く
盛
ら
れ
て
お
り
、
大
い
に

評
価
し
た
い
。

違
法
な
の
に
罰
則
が
な
い
の
は
お
か
し
い

　
全
教
協
の
最
重
点
要
望
は
「
教
職
員
の
政
治
的
中

立
の
堅
持
と
政
治
活
動
に
対
す
る
罰
則
規
程
の
設

定
」
で
し
た
。
公
務
員
の
政
治
活
動
は
、
国
家
公
務

員
法
一
の
二
条
、
地
方
公
務
員
法
第
三
十
六
条
に
よ

っ
て
禁
止
し
て
お
り
、
三
年
以
下
の
懲
役
、
又
は
十

万
円
以
下
の
罰
金
が
課
せ
ら
れ
て
い
る
。
と
こ
ろ
が

地
方
公
務
員
法
第
三
十
六
条
は
政
治
活
動
を
禁
止
し

な
が
ら
罰
則
を
設
け
ず
、
ま
た
「
教
育
公
務
員
特
例

緊
急
提
言

安倍晋三氏（中央）と懇談する小林正氏（左）と山本豊氏（右）

法
第
二
十
一
条
の
四
も
「
政
治
的
行
為
に
罰
則
を
科

し
て
は
な
ら
な
い
」
と
あ
る
。
つ
ま
り
現
行
法
規
で

は
「
違
法
で
は
あ
る
が
罰
則
は
な
い
」
の
で
あ
り
、

こ
れ
が
教
職
員
も
含
め
た
公
務
員
に
よ
る
、
や
り
た
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い
放
題
の
違
法
行
為
が
ま
か
り
通
っ
た
原
因
で
あ

る
。
事
実
、
戦
後
六
十
数
年
、
日
教
組
は
全
国
規
模

の
ス
ト
ラ
イ
キ
を
三
十
四
回
、
ス
ト
ラ
イ
キ
参
加
教

員
延
数
七
百
万
人
、
懲
戒
処
分
を
受
け
た
教
職
員
は

約
八
十
万
人
と
い
っ
た
デ
ー
タ
が
あ
る
の
は
公
務
員

天
国
日
本
の
み
で
あ
ろ
う
。

違
法
行
為
が
堂
々
と
行
わ
れ
る
訳 

組
合
の
幹
部
が
県
教
委
の
ト
ッ
プ
に

　
そ
も
そ
も
地
方
公
務
員
の
「
地
位
保
障
」
の
手
厚

さ
は
民
間
人
と
は
比
べ
も
の
に
な
ら
な
い
。
公
務
員

に
は
「
倒
産
」
も
な
け
れ
ば
「
リ
ス
ト
ラ
」
も
な
い
。

地
方
教
育
委
員
会
と
い
っ
た
「
守
り
神
」
に
守
ら
れ

て
い
る
の
だ
か
ら
ク
ビ
に
は
な
ら
な
い
。
現
に
山
梨

県
教
育
委
員
会
の
義
務
教
育
課
長
の
Ｗ
氏
は
、
平
成

七
・
八
年
度
の
山
梨
県
教
職
員
組
合
の
本
部
執
行
委

員
で
あ
っ
た
。
し
か
し
今
年
、
公
立
小
中
学
校
の
教

職
員
人
事
を
担
当
す
る
義
務
教
育
課
長
に
就
任
し
、

事
実
上
、山
教
組
が
人
事
を
握
っ
た
こ
と
に
な
っ
た
。

管
理
職
の
登
用
へ
の
道
も
組
合
の
役
員
が
優
遇
さ
れ

て
い
る
の
も
事
実
だ
。
一
昨
年
、
政
治
資
金
規
正
法

違
反
で
罰
金
三
十
万
の
刑
を
受
け
た
山
教
組
の
財
政

部
長
の
Ｏ
氏
が
教
頭
に
昇
格
す
る
と
い
っ
た
事
例
も

あ
り
、
民
間
で
は
考
え
ら
れ
な
い
ケ
ー
ス
は
山
梨
ば

か
り
で
な
く
、
組
合
の
強
い
地
区
で
は
珍
し
く
も
な

い
事
件
な
の
だ
。

　
こ
の
よ
う
に
違
法
な
政
治
活
動
を
基
盤
と
し
て
成

立
し
た
の
が
民
主
党
政
権
で
あ
り
、
そ
の
民
主
党
の

幹
事
長
は〝
日
教
組
の
ド
ン
〟の
Ｋ
氏
だ
。
彼
は「
教

育
に
政
治
的
中
立
は
有
り
得
な
い
」
と
豪
語
す
る
く

ら
い
だ
か
ら
、
ま
さ
に
民
主
党
政
権
の
実
態
は
「
日

教
組
・
自
治
労
政
権
」
だ
っ
た
と
も
言
え
る
。

教
育
現
場
で
癒
着
が
お
こ
る
背
景
と
は

　
こ
の
よ
う
に
教
職
員
並
び
に
教
育
委
員
会
が
癒
着

し
た
事
件
は
山
梨
の
み
で
な
い
。
北
海
道
教
職
員
組

合
の
国
会
議
員
へ
の
献
金
問
題
、
北
教
組
の
指
令
に

よ
る
い
じ
め
事
件
の
隠
蔽
事
件
、
大
分
の
管
理
職
登

用
に
関
す
る
汚
職
事
件
、
滋
賀
県
大
津
市
で
起
き
た

教
育
現
場
と
教
育
委
員
会
の
結
託

に
よ
る
中
学
生
の
自
殺
事
件
隠
し

な
ど
枚
挙
の
い
と
ま
が
無
い
。
何

し
ろ
教
員
組
合
と
本
来
教
員
組
合

を
監
督
す
べ
き
行
政
が
暗
黙
の
う

ち
結
託
し
、
教
育
現
場
で
ど
ん
な

問
題
が
起
こ
っ
て
も
両
者
で
堅
固

な
城
を
構
築
、
そ
の
中
で
も
み
消

し
す
る
体
質
が
現
存
し
て
い
る
。

さ
ら
に
強
固
な
体
勢
を
構
築
す
る

の
は
臨
時
の
カ
ン
パ
も
含
め
、
年

額
数
十
億
と
い
っ
た
運
動
資
金
が

提
供
さ
れ
、
特
定
政
党
や
政
治
家

に
対
す
る
違
法
な
集
票
マ
シ
ー
ン

と
な
っ
て
い
る
。
本
来
「
全
体
の

奉
仕
者
」
で
あ
る
べ
き
公
務
員
に
よ
る
〝
き
ま
り
無

き
戦
い
〟
が
恒
常
化
し
て
き
た
の
で
あ
る
。

　
こ
の
よ
う
な
教
職
員
も
含
め
て
の
公
務
員
の
違
法

行
為
に
対
し
与
党
で
あ
っ
た
自
民
党
政
府
は
一
体
何

を
し
て
い
た
の
か
。
結
論
は
、
日
教
組
と
本
気
で
闘

う
自
民
党
所
属
国
会
議
員
は
少
な
く
、
文
部
科
学
省

も
与
党
の
姿
勢
に
あ
え
て
事
を
荒
立
て
る
姿
勢
を
示

さ
な
い
で
日
教
組
と
馴
れ
合
い
の
関
係
を
保
と
う
と

し
た
。
平
成
十
八
年
に
日
教
組
と
正
面
か
ら
挑
ん
だ

の
は
、
教
育
基
本
法
改
正
を
実
現
し
た
安
倍
晋
三
氏

と
、
日
教
組
活
動
に
対
し
て
大
臣
の
立
場
に
あ
っ
て

も
堂
々
と
批
判
し
た
中
山
正
彬
氏
の
お
二
人
だ
っ
た

日教組の組織率の推移

組織率は年々低下。1989年、共産党系の組合員が離脱、分裂した。

平成20年度　平成23年度　教職員団体への
加入状況に関する調査結果について（文科省HP）
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緊急提言

が
、
マ
ス
コ
ミ
の
批
難
、
政
府
の
弱
腰
の
姿
勢
に
よ

り
、
無
念
に
も
両
者
と
も
退
陣
を
余
儀
な
く
さ
れ
た

の
で
あ
っ
た
。

今
こ
そ
教
育
正
常
化
運
動
の 

実
現
を
目
指
そ
う

　
さ
て
、
時
は
め
ぐ
り
、
再
度
自
民
党
政
権
が
誕
生

し
、
安
倍
晋
三
総
裁
は
「
私
は
実
現
で
き
な
い
公
約

は
し
ま
せ
ん
」
と
国
民
に
明
言
し
た
。
そ
の
教
育
に

関
す
る
公
約
に
私
た
ち
全
教
協
が
切
望
し
、
過
去
の

自
民
党
が
実
現
し
な
か
っ
た
「
教
員
の
政
治
的
中
立

の
徹
底
と
教
職
員
組
合
の
適
正
化
」
を
明
示
し
た
の

で
あ
る
。
自
民
党
は
す
で
に
下
村
博
文
氏
を
中
心
に

教
育
再
生
実
行
本
部
を
立
ち
上
げ
、
教
育
の
正
常
化

に
向
け
着
々
と
取
り
組
ん
で
い
る
の
は
事
実
で
あ

り
、
従
来
と
異
な
り
、
公
約
の
実
現
に
向
け
政
府
あ

げ
て
具
体
化
す
る
こ
と
に
期
待
し
て
い
る
の
は
私
一

人
で
は
な
い
。

　
し
か
し
一
抹
の
不
安
が
横
切
る
。
昨
年
、
橋
下
徹

氏
率
い
る
「
大
阪
維
新
の
会
」
が
公
務
員
の
政
治
活

動
を
禁
止
す
る
画
期
的
な
条
例
の
制
定
に
動
い
た
の

で
あ
る
。
が
し
か
し
、
日
教
組
・
自

治
労
が
支
え
る
民
主
党
の
反
対
運
動

に
よ
っ
て
条
例
に
罰
則
を
盛
り
込
め

な
か
っ
た
経
緯
が
あ
る
か
ら
だ
。

　
し
か
し
、
日
教
組
・
自
治
労
政
権

が
敗
退
し
た
い
ま
安
倍
政
権
は
従
来

の
公
務
員
対
策
を
一
新
し
「
政
治
的

行
為
に
厳
し
い
罰
則
を
科
し
、
法
律

を
制
定
す
べ
き
で
あ
る
。そ
の
上
で
、

今
年
度
の
参
議
院
議
員
選
挙
に
臨
む

よ
う
に
、
早
急
に
地
方
公
務
員
法
、

教
育
公
務
員
特
例
法
改
正
に
取
り
組

ま
れ
ん
こ
と
を
切
望
す
る
。
こ
れ
が

実
現
す
れ
ば
、
戦
後
の
教
育
界
の
正

常
化
を
実
現
す
る
第
一
歩
と
な
る
。

民
主
党
は
勿
論
、
ほ
か
の
野
党
も
参

議
院
選
は
必
死
だ
。
自
民
党
も
ま
な

じ
り
を
決
し
て
戦
っ
て
ほ
し
い
。

教職員の日教組への加入状況
（平成23年度10月1日現在）
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『教育委員会日報』（平成24年1月10日発行）より。
日教組の組織率は全国的に偏りがある。輿石氏の地盤・山梨を筆頭に福井、三重などは依然
高い組織率を誇っている。
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どう考えてみても、おかしな日本の教育界の現状


